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第１章　計画策定の概要
第1章
計
画
策
定
の
概
要

第1節　計画策定の背景

1．平成 37（2025）年を見据えて
日本の高齢化率は、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口によれば、平

成 37（2025）年に 30.0％とちょうど 3割に達し、平成 48（2036）年に 33.3％
で 3人に 1人と見込まれています。人数でみると、平成 27（2015）年の高齢者人
口は 3,387 万人、うち 75歳以上人口は 1,632 万人であったものが、団塊の世代（昭
和 22年〜 24年生まれ）が 75歳以上になる平成 37（2025）年には高齢者人口は
3,677 万人、うち 75歳以上人口は 2,180 万人に達すると見込まれています。
高齢者人口に占める一人暮らし高齢者の割合は、平成 37（2025）年で男性

16.8％、女性 23.2％と見込まれ（日本の世帯数の将来推計 [平成 30年 1月推計 ]）、
認知症高齢者の数は、平成 37（2025）年で約 700万人と、65歳以上の高齢者の
約 5人に 1人に達することが見込まれています（認知症施策推進総合戦略（新オレ
ンジプラン））。
平成 37（2025）年までに大きく人口構造が変化する中、さらにその先の将来を

見据えていく中で、介護予防や介護、医療の需要はさらに増加すると考えられるこ
とから、高齢者の生活における様々な場面を適切に支え合うしくみをより発展させ、
強固なものにしていく必要があります。できる限り住み慣れた地域で、人生の最期
まで尊厳をもって自分らしい生活を送ることができる社会の実現に向けて、これま
での考え方を承継しつつ、「地域包括ケアシステム」の推進が求められています。

出典：厚生労働省資料
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2．地域包括ケアシステムの強化・地域共生社会の実現に向けて
国では、「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法

律」が平成 29（2017）年 5月 26日に成立しました。これは、高齢者の自立支援
と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能
性を確保することに配慮し、サービスを必要とする方に必要なサービスが提供され
るようにすることを目指しています。

Ⅰ地域包括ケアシステムの深化・推進

■自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の推進（介護保険法）
■医療・介護の連携の推進（介護保険法、医療法）
■地域共生社会の実現に向けた取組の推進等（社会福祉法、介護保険法、障害者総合支援法、児童福祉法）

Ⅱ介護保険制度の持続可能性の確保

■ 2割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合を 3割とする（介護保険法）
■介護納付金への総報酬割の導入（介護保険法）

出典：厚生労働省資料

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律のポイント

これらの法整備が進められていく中で、いずれの事項についても、様々な制度の
動きに対応した政策を展開していくのが、区民に最も身近な基礎自治体としての新
宿区の役割であり、横断的な視点を持つ「地域包括ケアシステム」をいかに推進す
るか、その手腕が問われています。そして、地域の高齢者のニーズを的確に把握し、
自治体の目指すべき姿を明確にして、関係者との共通理解のもと、多様な主体によ
るサービス基盤の整備を進めていくことが求められています。
また、少子高齢化や財政状況からみても「自助・互助・共助・公助」のバランス

を改めて考えていくことが重要です。目指すべき姿を地域全体で共有しながら、一
体的に進めていくこと、そして地域における自助と互助の潜在的な力への働きかけ
も重要となっています。

自助・互助・共助・公助からみた地域包括ケアシステム

自 助 互 助

共 助 公 助

■ 自分のことを自分でする
■ 自らの健康管理（セルフケア）
■ 市場サービスの購入

■ 一般財源による高齢者福祉事業等
■ 生活保護
■ 人権擁護・虐待対策

■ 介護保険に代表される
　 社会保険制度及びサービス

■ 当事者団体による取組
■ 高齢者によるボランティア・生きがい就労

■ ボランティア活動
■ 住民組織の活動

■ ボランティア・住民組織の
 　活動への公的支援
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第2節　計画の位置付け等

1．計画の策定目的
「新宿区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」は、高齢者の自立を支援し、高
齢者が尊厳を持って、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最期まで続けるため、
区の高齢者保健福祉施策及び介護保険サービス体制整備における基本的な考え方や
目標を定め、その実現に向けた施策を体系的に整理するとともに、取組の方向性を
明らかにすることを目的としています。

2．計画の位置付け
高齢者保健福祉計画は、老人福祉法第20条の8の規定1に基づく法定計画であり、
介護保険事業計画は、介護保険法第 117条の規定 2に基づく法定計画です。新宿区
ではこれらを一体的に策定しています。また、「新宿区健康づくり行動計画」との整
合性を図っており、生活習慣病の予防や在宅療養支援等の施策も含めたものとなっ
ています。
計画体系においては、「新宿区基本構想」（以下「基本構想」という。）「新宿区総

合計画」（以下「総合計画」という。）を上位計画と位置付けています。この構想は、
平成 37（2025）年を想定し、「『新宿力』で創造する、やすらぎとにぎわいのまち」
を、めざすまちの姿と定めています。これを受けて、各分野の個別計画を総合的に
調整する指針として総合計画があり、社会福祉法第 107条 3 の規定に基づく「地域
福祉計画」を内包したものとなっています。また、総合計画に示した施策を計画的
に実施していくために策定する行財政計画として「新宿区実行計画」（以下「実行計画」
という。）があり、平成 30（2018）年度から 32（2020）年度まで第一次実行計
画が進められます。実行計画で実施していく施策や事業との整合を図りつつ、個別
計画である「新宿区高齢者保健福祉計画・第 7期介護保険事業計画」（第 7期計画）
を進めていきます。

1市町村は、老人福祉事業の共有体制の確保に関する計画（市町村老人福祉計画）を定めるものとされています。
2市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関す
る計画（市町村介護保険事業計画）を定めるものとされています。
3市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項（福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項、地
域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項、地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関
する事項）を一体的に定める計画（市町村地域福祉計画）を策定するものとされています。
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第一次実行計画
（H30～H32）

第二次実行計画
（H33～H35）

第三次実行計画
（H36～H39）

● 平成37（2025）年の「めざすまちの姿」である
　 「『新宿力』で創造する、やすらぎとにぎわいのまち」を定めるもの

● 基本構想を実現するために策定するもの
● 社会福祉法第107 条に基づく「地域福祉計画」も内包したもの

● 新宿区基本構想に定めた「めざすまちの姿」の実現に向けて、新宿区総合計画に
　 示した施策を具体の事業として、計画的に実施していくために策定するもの

新宿区基本構想（H20～H37）

新宿区総合計画（H30～H39）

新宿区実行計画

新宿区高齢者保健福祉計画

第7期介護保険事業計画

新宿区
健康づくり
行動計画

平成27年度
（2015） （2016） （2017） （2018） （2019） （2020） （2025）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成37年度

平成37（2025）年までの見通し

新宿区基本構想（平成20～37 年度）

第二次 第三次実行計画 新宿区第一次実行計画（平成30～32 年度）

新宿区総合計画（平成30～39 年度）新宿区総合計画（平成20～29 年度）

新宿区高齢者保健福祉計画・
第6期介護保険事業計画
（平成27～29 年度）

新宿区高齢者保健福祉計画・
第7期介護保険事業計画
（平成30～32 年度）

3．計画の期間
第 7期計画は、平成 30（2018）〜 32（2020）年度の 3年間を計画期間とします。

また、平成 37（2025）年までの中長期的な視野に立った施策の展開を図ります。
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第3節　新宿区の特徴
新宿区の上位計画である総合計画では、保健福祉分野において「暮らしやすさ 1

番の新宿」を基本政策に掲げ、さらに高齢者施策では「住み慣れた地域で暮らし続
けられる地域包括ケアシステムの推進」を施策の方向性として打ち出しています。
暮らしやすさにおいては、区民意識調査の結果から、区民の居住継続意向が高いこ
とが分かっています。また、仕事を契機に新宿区に転入する人が多く、通勤・通学
などの交通の便の良さ、買い物のしやすさ、医療機関が多いといった生活の便利さ
を新宿区の暮らしやすさにあげている人が多くなっています。

現在の新宿区の人口は約34万人で、このうち65歳以上の高齢者は2割弱であり、
高齢化率は東京 23区中 5番目に低い割合となっています。また、高齢者人口に占
める一人暮らし高齢者の割合は、東京 23区の中で 3番目に高く、約 3人に 1人が
一人暮らしをしていることになります。

高齢化率※

※�高齢化率：住民基本台帳による東京都の世帯と人口（平
成 29年 1月）

一人暮らし高齢者の割合※

※一人暮らし高齢者の割合：国勢調査（2015年）
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さらに、認知症高齢者の増加も見込まれており、日ごろから見守りを必要とする
方が急速に増えることが想定されます。そして、平成 28年度に実施した「新宿区
高齢者の保健と福祉に関する調査」では、高齢者の 9割弱が、住民同士の助け合い
など、地域のつながりの必要性を感じています。

新宿区内のサービス提供基盤をみると、大規模病院を含めて医療機関が多く、人
口 10万人あたりの一般病床数も 23区内で高い水準にあります。しかし、今後の高
齢化の進展に伴い、在宅療養のニーズが高まることが予想されます。区内の医療機関・
訪問看護ステーション等との連携など、より安心して在宅療養ができる体制づくり
が求められています。

また、介護保険の各種居宅サービス事業所によるサービス提供や在宅生活が困難
な方に対するセーフティネットとしての施設サービスの整備などにより、高齢者の
暮らしを支えています。

人口 10万対病床数（区独自試算）

区 一般病床
総数※1 人口※２

10万人
あたり
病床数

順位 区 療養病床
総数※１ 人口※2

10 万人
あたり
病床数

順位

千代田区 2,174 58,457 3,719.0 1 位 千代田区 50 58,457 85.5 14 位
中央区 1,167 141,750 823.3 8 位 中央区 52 141,750 36.7 21 位
港区 3,888 243,904 1,594.1 4 位 港区 68 243,904 27.9 22 位
新宿区 5,768 332,324 1,735.7 3 位 新宿区 85 332,324 25.6 23 位
文京区 4,936 210,002 2,350.5 2 位 文京区 118 210,002 56.2 19 位
台東区 696 191,260 363.9 20 位 台東区 297 191,260 155.3 8 位
墨田区 2,221 260,943 851.1 7 位 墨田区 206 260,943 78.9 17 位
江東区 2,503 500,732 499.9 16 位 江東区 232 500,732 46.3 20 位
品川区 2,453 376,767 651.1 10 位 品川区 696 376,767 184.7 5 位
目黒区 2,173 271,401 800.7 9 位 目黒区 198 271,401 73.0 18 位
大田区 3,873 712,000 544.0 12 位 大田区 1,020 712,000 143.3 10 位
世田谷区 3,562 881,733 404.0 17 位 世田谷区 854 881,733 96.9 13 位
渋谷区 2,110 219,543 961.1 6 位 渋谷区 936 219,543 426.3 2 位
中野区 1,231 321,153 383.3 19 位 中野区 479 321,153 149.2 9 位
杉並区 1,764 552,645 319.2 21 位 杉並区 931 552,645 168.5 6 位
豊島区 1,423 280,228 507.8 15 位 豊島区 287 280,228 102.4 12 位
北区 1,824 340,559 535.6 13 位 北区 542 340,559 159.2 7 位
荒川区 1,109 210,635 526.5 14 位 荒川区 434 210,635 206.0 3 位
板橋区 5,537 549,571 1,007.5 5 位 板橋区 2,352 549,571 428.0 1 位
練馬区 1,392 718,505 193.7 23 位 練馬区 614 718,505 85.5 15 位
足立区 4,008 678,055 591.1 11 位 足立区 1,259 678,055 185.7 4 位
葛飾区 1,795 452,490 396.7 18 位 葛飾区 373 452,490 82.4 16 位
江戸川区 2,076 685,580 302.8 22 位 江戸川区 721 685,580 105.2 11 位
※ 1　東京都の医療施設（平成 27年医療施設（動態）調査・病院報告結果報告書）
※ 2　住民基本台帳人口（平成 27年 10月 1日現在）
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第4節　新宿区における高齢者等の状況

1．人口の推移と将来推計
平成 27（2015）年に実施した国勢調査に基づく人口推計によれば、新宿区の高

齢者人口、特に 75歳以上の人口の割合は、将来的には大きく上昇していきます。
高齢者人口（平成 27年に 6.7 万人）は、平成 37（2025）年まではほぼ横ばい

状態ですが、その後増加に転じ、平成 47（2035）年には 7.2 万人に達します。総
人口に占める割合（平成 27年に 20.1％）は、平成 37（2025）年までは 20％弱
で推移しますが、平成 72（2060）年には約 28％となり、新宿区の人口の 4分の
1以上を高齢者が占める見通しとなっています。
75歳以上人口（平成 27年に 3.3 万人）については、平成 37（2025）年の 3.9

万人まで増加を続け、その後しばらく横ばい状態が続くものの、平成 47（2035）
年以降は増加に転じ、平成 72（2060）年には 5.6 万人になる見通しです。75歳
以上人口の総人口に占める割合（平成 27年に 9.8％）は、平成 72（2060）年に
は約 16％と人口の 6分の 1近くを占める見通しです。

※�上記の数値は、国勢調査に基づく人口及び人口推計であり、住民基本台帳に基づく人口とは
多少の差異があります。

新宿区の年齢区分別人口推移

※出典：「2015年国勢調査に基づく新宿区将来人口推計」（新宿区自治創造研究所）（一部改変）
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第２章　計画の基本的考え方
第1節　基本理念・基本目標

1．第 7 期における基本理念及び平成 37（2025）年の地域の将来像
新宿区では、基本構想に掲げる平成 37（2025）年にめざすまちの姿と整合が保

たれた「だれもが人として尊重され  ともに支え合う地域社会をめざす」を基本理念
に掲げ、重度の要介護状態になっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生
の最期まで続けることができるよう、住まい・生活支援・介護予防・医療・介護が
連携し、一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の実現に向けて取組を進め
てきました。この基本理念には、自己選択、個人の尊厳、互助・共助を含めた支え
合いを土台としたまちづくりへの強い思いが込められています。
第 7期計画では、これまでの理念や取組を発展的に受け継ぎながら、団塊の世代

すべてが 75歳以上に達する平成 37（2025）年を見据えて、「だれもが人として尊
重され　ともに支え合う地域社会」の実現を目指し、総合的に施策を推進していき
ます。また、この基本理念とともに、3つの「めざす将来像」を定めています。　

めざす
将来像

● だれもが互いを尊重し 支え合うまち
● 心身ともに健やかに いきいきとくらせるまち
● 支援が必要になっても 生涯安心してくらせるまち

だれもが人として尊重され
　　　　　　　ともに支え合う地域社会をめざす基本理念
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2．基本目標
第 6期計画における基本目標のうち、「尊厳あるくらしを支援します」と「支え合

いのしくみづくりをすすめます」を統合し、第 7期では「支え合いの地域づくりを
すすめます」としました。また、「いつまでも地域の中でくらせる自立と安心のため
のサービスを充実します」は、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期ま
で続けられる体制づくりを進めるため、「最期まで地域の中で自分らしくくらせるよ
う　在宅療養支援体制を推進します」と変更しました。
　

　

基本目標1 支え合いの地域づくりをすすめます
高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けていくためには、公的なサービスが充
実していることに加え、地域での見守りや支え合いの活動が不可欠です。その
ために、高齢者自身も「地域の担い手」として活躍するしくみづくりを進め、
地域の多様な社会資源（NPO、民間企業、社会福祉施設など）の有機的な連
携により、互いに支え合う地域社会の実現を目指します。

基本目標2 社会参加といきがいづくりを支援します
高齢期の生活の質（QOL）を高めるためには、社会との関わりを持ちながら
これまで得た知識や経験を活用し、生涯を通して新たなことにチャレンジして
いくことが大切です。多様化した高齢者のライフスタイルやニーズに対応した
社会参加や、社会貢献、就労などの活動支援を展開します。

基本目標3 健康づくり・介護予防をすすめます
高齢者が住み慣れた地域でいつまでもいきいきと暮らし続けるには、高齢期
の特性を踏まえた健康づくりが必要です。そのために、要介護の原因となるロ
コモティブシンドローム 1の予防など健康づくりの普及啓発や機会の提供を行
うとともに、地域全体で健康づくりや介護予防に取り組むことができるような
しくみづくりを進めていきます。

基本目標4 最期まで地域の中で自分らしくくらせるよう 在宅療養支援体制を推進します
支援や介護が必要になっても、住み慣れた地域で生涯安心してその人らしく
暮らしていけることが大切です。そのため、一人ひとりのニーズに応じた医療
と介護の連携による切れ目のないサービスや、区独自の支援サービスを提供し
ます。また、高齢者のニーズに応じた住まいの確保を支援し、区の特性にあっ
た地域包括ケアシステムの実現を目指します。

1ロコモティブシンドローム：関節の痛みや筋力の低下などにより、歩く力が衰えた状態のことで、略して「ロコモ」
と呼ばれています。
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第2節　新宿区における地域包括ケアシステムの現状と今後の方向性

1．日常生活圏域と高齢者総合相談センターの設置
「日常生活圏域」とは、地域包括ケアシステムの実現のために、必要なサービスを
身近な地域で受けられる体制の整備を進める単位で、国では概ね 30分以内にサー
ビスが提供される範囲としています。
新宿区では、高齢者人口や、民生委員・児童委員、町会・自治会、地区協議会な

どの地域における活動の単位を考慮して、特別出張所管轄 10区域を「日常生活圏
域」（四谷、簞笥町、榎町、若松町、大久保、戸塚、落合第一、落合第二、柏木、角
筈）と位置付けています。また、この区域を「相談圏域」として捉え、身近なとこ
ろで相談やサービスが受けられるよう、高齢者総合相談センターを配置しています
が、人口規模等を勘案して、現時点では柏木と角筈は 1つの高齢者総合相談センター
で対応しています。また、新宿区役所に基幹型高齢者総合相談センターを設置し、
地域型高齢者総合相談センターへの後方支援や総合調整等を行っています。さらに、
区内を東・中央・西の 3つの圏域に分け、「基盤整備圏域」として、施設やサービス
の整備を進めています。
　

日常生活圏域（10圏域）

基盤整備圏域（３圏域） 

相談圏域（９圏域） 

西圏域中央
圏域東圏域 四谷・簞笥町・榎町 若松町・大久保・戸塚 落合第一・第合第二・

柏木・角筈 

[特別出張所（特出）] 

四 谷 
特 出 

簞笥町 
特 出 

榎 町 
特 出 

若松町 
特 出 

大久保
特 出

戸 塚
特 出

落合第一
特 出

落合第二 
特 出 

柏 木 
特 出 

角 筈
特 出

基幹型高相Ｃ（新宿区役所） [高齢者総合相談センター（高相Ｃ）]

地域型高相Ｃ（９所）

四　谷
高相Ｃ

簞笥町
高相Ｃ

榎　町
高相Ｃ

若松町
高相Ｃ

大久保
高相Ｃ

戸　塚
高相Ｃ

落合第一
高相Ｃ

落合第二
高相Ｃ

柏木・角筈
高相Ｃ
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2．今後の方向性
超高齢社会を迎え、区民が生涯を通じて健やかで心豊かな生活ができるよう、健

康寿命のさらなる延伸を目指す取組が重要です。そのためには、個人の健康づくり
の取組を支援するだけでなく、健康を意識せずとも健康づくりが行えるような地域
社会全体の取組による環境整備が必要になってきます。
第 7期計画では、これを受けて「健康づくりと介護予防の推進による健康寿命の

延伸」を新たに重点施策として掲げました。また、第 6期計画の重点施策であった
「地域における在宅療養支援体制の充実」は、地域包括ケアの基盤として進めていく
ことから、基本目標に「最期まで地域の中で自分らしくくらせるよう在宅療養体制
を推進します」を位置付け、より上位の視点から支援体制づくりを進めていきます。
また、一人暮らし高齢者や認知症高齢者が増加していく今後に向けて、地域コミュ

ニティにおける支え合いのしくみづくりをさらに充実するとともに、認知症高齢者
を地域で支える体制づくりを進めていく必要があることから、「『地域の活力』を生
かした高齢者を支えるしくみづくり」と、「認知症高齢者への支援体制の充実」につ
いては、引き続き重点施策とします。
第 7期計画では、以上の 3施策を重点施策として位置づけ、より多くの区民を対

象とする「地域づくりの計画」として、取組を進めていきます。

【第 6 期と第 7 期の重点的取組】

（平成27～29年度）
第6期計画

「地域の活力」を生かした
高齢者を支えるしくみづくり

地域における在宅療養支援体制の充実

認知症高齢者への支援体制の充実

「地域の活力」を生かした
高齢者を支えるしくみづくり

健康づくりと介護予防の推進による
健康寿命の延伸

認知症高齢者への支援体制の充実

（平成30～32年度）
第7期計画
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第３章　高齢者保健福祉施策の推進
第1節　高齢者保健福祉施策の体系
次のような体系で進めていきます。（※太枠の施策は重点施策）

だ
れ
も
が
人
と
し
て
尊
重
さ
れ 

と
も
に
支
え
合
う
地
域
社
会
を
め
ざ
す

だ
れ
も
が
互
い
を

尊
重
し
支
え
合
う
ま
ち

支
援
が
必
要
に
な
っ
て
も

生
涯
安
心
し
て
く
ら
せ
る
ま
ち

心
身
と
も
に
健
や
か
に

い
き
い
き
と

く
ら
せ
る
ま
ち

支え合いの
地域づくりを
すすめます

社会参加と
いきがいづくりを
支援します

健康づくり・
介護予防
をすすめます

最期まで地域の中で
自分らしくくらせる
よう在宅療養支援
体制を推進します

２．介護者への支援

３．安全・安心なくらしを支えるしくみづくり

４．いきがいのあるくらしへの支援

５．就業等の支援

７．くらしやすいまちづくりと住まいへの支援

８．高齢者総合相談センターの機能の充実

９．介護保険サービスの提供と基盤整備

10．介護保険サービスの質の向上及び適正利用の促進

11．自立生活への支援（介護保険外サービス）

13．地域における在宅療養支援体制の充実

１．「地域の活力」を生かした高齢者を
　　支えるしくみづくり

６．健康づくりと介護予防の推進による
　　健康寿命の延伸

12．認知症高齢者への支援体制の充実

めざす
将来像 基本目標 13 の施策基本理念

重点施策Ⅰ

重点施策Ⅱ

重点施策Ⅲ
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第2節　重点的に進めていく3施策

重点施策Ⅰ　「地域の活力」を生かした高齢者を支えるしくみづくり

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けていくためには、介護保険
サービスや区独自のサービスが充実していることに加え、高齢者も含めた区民
が主体的に地域の担い手となって、お互いに生活を支援する体制を整備してい
く必要があります。新宿区における多様な社会資源と、地域で活動する多くの
人々による『地域の活力』を生かし、区と区民等が一体となって、高齢者を地
域で見守り支え合うしくみづくりを進めます。

Aさんは、区内のアパートで一人暮らしをする 80代の女性。
要支援 1の認定を受けており、週に一度来てくれるヘルパー
さんが掃除などの家事援助をしてくれています。
近所の人たちとは付き合いも長く、一緒に散歩に出かけ

る仲間がいます。体調の悪いときは、近所の人が代わりに
買い物①をしてくれることもあります。アパートの大家さ
んも高齢者の一人暮らしに理解があり、たまに声をかけて
くれます②。
また、月に 2回、ぬくもりだより③を持って訪ねて来てく
れるボランティアさんと話をするのも楽しみにしています。
今度、いつも自分のことを気にかけてくれている近所の Bさんが

旗振り役になって、自分のような、少しだけ手助けの必要な人が集まる「通い
の場」④を始めると聞きました。区がそうした活動を支援してくれるようです。
Bさんも以前は要支援の認定を受けてデイサービスに通っていたことがあった
ので、Aさんにも元気になってもらいたいと思っています。Bさんからは、「A
さんが通って来てくれたら、Aさんが他の利用者のためにできることがある⑤
と思うから、ぜひ来てほしい」と言われています。Aさんは、「Bさんが運営す
るなら信頼できるし、自分も誰かの役に立てるなら、行ってみようかな」と、
今から期待をふくらませています。
Aさんは、このように、地域のさまざまな人とつながり、見守られながら、

自分らしい充実した生活を送っています。

解 説
①②… いずれも「地域の支え合い」です。見守りという側面もあります。
③…… �75 歳以上の一人暮らし高齢者のうち、高齢者向け情報紙（ぬくもりだより）の訪問配布に

よる見守りを希望する方を対象に、毎月 2回訪問しています。
④…… 介護予防・日常生活支援総合事業における「通所型住民主体サービス」です。
⑤…… �「支える側」「支えられる側」という関係ではなく、活動に主体的に参加していくことにより、

役割を持つことができます。
※上記のような要支援の方だけが本施策の対象ということではありません。

本施策の事例　「地域の支え合いの中で、自分らしくいきいきと暮らす」
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重点施策Ⅱ　健康づくりと介護予防の推進による健康寿命の延伸

高齢者が住み慣れた地域でいつまでもいきいきと暮らし続けるには、高齢期
の特性を踏まえた健康づくりが必要です。そのために、要介護の原因となるロ
コモティブシンドロームの予防など健康づくりの普及啓発や機会の提供を行う
とともに、地域全体で健康づくりや介護予防に取り組むことができるようなし
くみづくりを進めていきます。また、健康な高齢期を迎えることができるよう、
若年期からの健康づくりも推進していきます。

Bさんは、80代前半の女性。区内のアパートの 2階で一人暮らしをしていま
す。多少血圧が高く、通院していますが、介護サービスを利用するほどではあ
りません。階段の上り下りがつらいため、外出が億劫になっていたところ、ちょっ
とした段差でつまずいて、足腰にすっかり自信をなくしていました。
年だから仕方のないことと思っていましたが、友人に誘われた保健センター

の講演会で、自分の状態が、ロコモティブシンドローム（運動器症候群）①で
あることと、これからでも運動器の機能を向上させることができることを知り
ました。そのためには、筋力をつける簡単なトレーニングや適度な運動を行う
こと、歯と口の健康を保ち、いろいろなものを食べること、特に肉や魚などの
たんぱく質を摂ることが大切なのだと知りました。
トレーニングに挑戦してみたいと思い、「広報しんじゅく」で知った介護予防
教室②に通ったところ、徐々に足腰の筋力がつき運動の効果を実感しました。

その後、家の近くで運動を継続できる場所がないか高齢者総合相談
センターに相談すると、週に 1回「新宿いきいき体操」③と「（仮称）
しんじゅく 100歳トレーニング」④に取り組むグループが近所にあ
ることがわかり、参加してみることにしました。通ううちに会の運
営にあたっての役割もでき、毎週通うのが楽しみになりました。そ
うした生活を送るようになって、心も体も以前より元気になった気
がします。元気に長生きしたいと張り切り、ポジティブな気持ちで
毎日を送っています。

解 説
①…… �関節の痛みや筋力の低下などにより、歩く力が衰えた状態のことで、略して「ロコモ」と呼

ばれています。進行すると日常生活にも支障が生じるため、いつまでも自分の足で歩き元気
でいるためには、運動器を長持ちさせ、ロコモを予防することが必要です。

②…… �事前申し込みが必要で有料の介護予防教室と、事前申し込みが不要で無料の介護予防教室が
あります。

③…… �新宿いきいき体操は、平成新宿音頭のリズムにあわせ、介護予防に必要な体力要素を楽しく
刺激することができる体操です。平成 20年度に開発され、新宿いきいき体操サポーター（ボ
ランティア）が体操の普及活動を行っています。

④…… �（仮称）しんじゅく 100歳トレーニングは、ゆっくりと繰り返し負荷をかけることで、効果
を実感しながら確実に身体機能を高めるためのトレーニングで、虚弱高齢者でも取り組むこ
とができます。平成 30年度に開発予定です。

本施策の事例　「筋トレと仲間づくりで、心も体も元気に長生き」
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重点施策Ⅲ　認知症高齢者への支援体制の充実

認知症の方の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で安心して暮らし
続けられるよう、認知症高齢者の早期発見・早期診断体制の充実や、認知症に
係る医療と福祉・介護の連携強化を図るとともに、認知症の正しい知識を普及
させていきます。

Cさんは、80代の男性。都営住宅で一人暮らしをしています。
友人に、「実はこの頃、よく物を失くしたり、何かを探す

ことが多い」と相談したところ、「広報しんじゅく」に載っ
ていたもの忘れ相談①を勧められました。Cさんも不安
に感じていたので、もの忘れ相談を利用することにしま
した。
もの忘れ相談担当医師からは、「認知症は早期に発見

し、きちんと治療を受けることで、進行も遅らせること
ができるようになっている」と教えてもらいました。その
後、専門医療機関を受診し、初期の認知症と診断されました。
もの忘れ相談のときに同席していた高齢者総合相談センター②の
職員から、認知症の状態を確認し相談にのってくれる、地域の認知症・もの忘
れ相談医③を紹介してもらい、経過を診てもらっています。併せて、介護保険
の申請も勧められました。
現在は、要支援 1の認定を受け、不安に感じていた買い物や調理をヘルパー

と一緒に行うことができ、気持ちの上で余裕をもつことができています。また、
高齢者総合相談センターから、地域版認知症ケアパス④をもらい、地域には様々
なサービスや通える場所があることも知りました。現在、Cさんは、地域安心
カフェ⑤にも定期的に通いながら、「いろいろな人に支えてもらい、何とか自宅
で頑張っていきたい」と前向きな気持ちになっています。

解 説
①…… �「最近もの忘れが多い」と心配している区民を対象に、医師が個別相談を実施しています。
②…… �区内に 10か所あり、認知症のことも含め、高齢者への総合的な相談支援の窓口になってい

ます。
③…… �新宿区医師会が実施する研修を受講し、認知症に関する必要な知識を習得している医師のこ

とです。
④…… �認知症の方を支える地域の取組や様々なサービスを、認知症の経過に合わせて整理し、紹介

するパンフレットです。
⑤…… �地域の高齢者が気軽に立ち寄り、交流や相談ができるカフェです。地域住民や高齢者施設が

運営しています。

本施策の事例　「認知症になっても、住み慣れた地域で安心して暮らせる」
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第3節　基本目標1　支え合いの地域づくりをすすめます

施策1　「地域の活力」を生かした高齢者を支えるしくみづくり【重点施策Ⅰ】

※�「�第 2節　重点的に進めていく 3施策」に「重点施策Ⅰ　『地域の活力』を
生かした高齢者を支えるしくみづくり」として掲載。

指標名 現　状
（平成28年度）

目　標
（平成32年度）

通いの場等支援団体数 ― 10団体

地域のつながり（住民同士の助け合い・支え合いなど）
を実感している高齢者の割合（一般高齢者調査） 52.6% 60%

地域活動参加者の割合（一般高齢者調査） 20.1% 25%

施策2　介護者への支援

介護が必要になっても高齢者が住み慣れた地域で生活を続けるためには、要
介護高齢者への支援のみならず、介護者の身体的、精神的負担を和らげるため
の支援が必要です。そのために必要な介護者支援の取組を充実していきます。

指標名 現　状
（平成28年度）

目　標
（平成32年度）

介護者講座・家族会参加者数 延べ770人 延べ900人

施策3　安全・安心なくらしを支えるしくみづくり

認知症等により権利擁護が必要な方への支援を行い、高齢者の尊厳あるくら
しをまもります。また、災害時に配慮を要する高齢者への支援体制を整備し、「災
害に強い、逃げないですむ安全なまちづくり」を進めます。

指標名 現　状
（平成28年度）

目　標
（平成32年度）

災害時要援護者名簿の新規登録者数 262件 300件

新宿区成年後見センターへの新規相談件数 279件 300件
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第4節　基本目標2　社会参加といきがいづくりを支援します

第5節　基本目標3　健康づくり・介護予防をすすめます

施策4　いきがいのあるくらしへの支援

高齢者が地域の中でいきいきと活躍し、幅広く交流するための活動の場を整
備します。また、区民による自主活動への支援や、社会参加の機会につながる
講座やイベント等を開催することにより、多様なニーズを抱える高齢者がいき
がいをもって暮らせる環境づくりを進めます。

指標名 現　状
（平成28年度）

目　標
（平成32年度）

地域交流館等の利用者数 471,116人 501,470人

施策5　就業等の支援

公益財団法人新宿区勤労者・仕事支援センター（高年齢者の方を対象とした
無料職業紹介所「新宿わく☆ワーク」）や公益社団法人新宿区シルバー人材セ
ンターなど高齢者の就業等に関わる機関との連携を強化し、高齢者の就労意欲
やニーズに対応した就業機会の拡大などに向けた取組を支援します。

指標名 現　状
（平成28年度）

目　標
（平成32年度）

シルバー人材センターの受託件数 13,038件 13,700件

指標名 現　状
（平成28年度）

目　標
（平成32年度）

「（仮称）しんじゅく100歳トレーニング」に住民主体で
継続的に取り組むグループ数及び参加者数 ― 10グループ

120人

介護予防に関心のある高齢者の割合（一般高齢者調査） 82.8% 85%

住民主体の活動の場での健康づくりと介護予防活動へ
の支援

32団体
延べ 127回

50団体
延べ 250回

施策6　健康づくりと介護予防の推進による健康寿命の延伸【重点施策Ⅱ】

※「�第 2節　重点的に進めていく 3施策」に「重点施策Ⅱ　健康づくりと介
護予防の推進による健康寿命の延伸」として掲載。
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第6節　基本目標4　�最期まで地域の中で自分らしくくらせる
よう 在宅療養支援体制を推進します

施策7　くらしやすいまちづくりと住まいへの支援

住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、安定した住まいが必要不
可欠です。高齢者が住居を確保できるよう、様々な居住支援を行います。また、
高齢になっても、日常的な社会生活を安全・安心・快適に送るためには、道路
や施設などのハード面のみならず、情報やサービスなどソフト面も含めて、す
べての人が利用しやすいように配慮されたまちづくりが必要です。ユニバーサ
ルデザインの視点を取り入れた居住環境の整備と福祉施策の充実による総合的
なまちづくりを進めます。

指標名 現　状
（平成28年度）

目　標
（平成32年度）

住宅相談開催数 44回 88回

施策8　高齢者総合相談センターの機能の充実

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる「地域包括ケアシステ
ム」の実現に向けて、高齢者総合相談センターの相談体制の充実を図るととも
に、地域ケア会議をはじめ地域におけるネットワーク会議等を活用して関係機
関との連携強化を図るなど、地域ネットワークの構築を進めます。

指標名 現　状
（平成28年度）

目　標
（平成32年度）

高齢者総合相談センターの認知度（一般高齢者調査）
①名称　　②機能　　③場所

①37.1％
②29.6％
③26.2％

①50％
②50％
③50％

施策9　介護保険サービスの提供と基盤整備

地域包括ケアのさらなる推進に向けて、地域密着型サービスをはじめとする
介護保険サービスの提供体制を整備していきます。また、在宅生活が困難になっ
た高齢者を支えるため、特別養護老人ホームの整備を進めます。

指標名 現　状
（平成28年度）

目　標
（平成32年度）

在宅生活の継続意向（要支援・要介護認定者調査） 84.9% 88%
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施策10　介護保険サービスの質の向上及び適正利用の促進
多様化するニーズに対応した質の高い介護保険サービスを提供するため、介

護保険サービス事業者を支援します。また、介護保険サービスの適正利用を促
進するため、事業者への指導や利用者に向けた制度説明などの周知活動を行い
ます。

指標名 現　状
（平成28年度）

目　標
（平成32年度）

介護保険サービスの総合的な利用満足度（無回答を除く
「満足」「おおむね満足」の割合）
（要支援・要介護認定者調査）

89.0% 90%

施策11　自立生活への支援（介護保険外サービス）
高齢者が地域で自立した生活を送るためには、介護保険サービスとともに、

介護保険では対応していない多様なサービスにより、日常生活へのきめ細かな
支援や見守り等を行うことが必要です。高齢者の地域での生活を支援するため、
介護保険外サービスを実施していきます。

指標名 現　状
（平成28年度）

目　標
（平成32年度）

健康や福祉サービスに関する情報量の充実度
（要支援・要介護認定者調査） 56.9% 60%

指標名 現　状
（平成28年度）

目　標
（平成32年度）

認知症サポーター養成数（累計） 17,751人 23,000人
認知症高齢者に関する対応力を向上する研修を
受講したかかりつけ医の実人数 65人 80人

認知症サポート医による高齢者総合相談センター
支援か所数 ― 10所

施策12　認知症高齢者への支援体制の充実【重点施策Ⅲ】
※「�第 2節　重点的に進めていく 3施策」に「重点施策Ⅲ　認知症高齢者へ

の支援体制の充実」として掲載。

施策13　地域における在宅療養支援体制の充実
住み慣れた地域で最期まで自分らしく安心して暮らせるよう、在宅医療体制

の構築や医療と介護の連携を推進するなど、在宅療養体制を強化します。また、
高齢者が在宅療養のイメージを持ち、医療・介護サービスなどを利用すること
により在宅療養が可能であることを理解できるよう、広く普及啓発を行います。

指標名 現　状
（平成28年度）

目　標
（平成32年度）

「自宅での療養が実現可能だと思う」と回答した割合
（一般高齢者調査） 13.6% 20%

在宅医療相談窓口の相談件数 延べ 530件 延べ 600件
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第４章　介護保険事業の推進 （第７期介護保険事業計画）
第1章
計
画
策
定
の
概
要

第1節　第7期介護保険事業計画の推進に向けて

1．第 7 期介護保険事業計画（平成 30 〜 32 年度）の位置付け
新宿区の介護保険は、新宿区が保険者となって制度の運営を行っています。区は、

介護保険法第 117 条に基づき、国の基本指針に即して 3年を 1期とする介護保険
事業計画を定めることとされています。この介護保険事業計画は介護サービスの整
備計画であるとともに、区の第 1号被保険者の保険料の算定基礎となる計画です。
第 7期介護保険事業計画は、団塊の世代が 75歳以上になる平成 37（2025）年

を見据えて、要支援・要介護認定者、認知症高齢者の増加を踏まえ、今後の施設・
在宅サービスの充実の方向性を検討しつつ、介護が必要になっても住み慣れた地域
で暮らし続けられるために、地域包括ケアシステムの深化・推進及び介護保険制度
の持続可能性の確保に向けて取り組んでいくものです。

2．介護保険制度の改正内容

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
深
化
・
推
進

自立支援・重度化防止に向けた保険
者機能の強化等の取組の推進

■�全区市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止
に向けて取り組む仕組みの制度化
○介護予防・重度化防止等の取組内容と目標の設定
○都道府県による区市町村に対する支援事業の創設
○財政的インセンティブの付与の規定の整備

医療・介護の連携の推進等

■介護医療院の創設
「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナル」等の機能と、
「生活施設」としての機能を兼ね備えた新たな介護保険施
設を創設。

地域共生社会の実現に向けた取組の
推進等

■新たに共生型サービスを位置づけ
高齢者と障害児者が同一の事業所でサービスを受けやすく
するため、介護保険と障害福祉両方の制度に新たに共生型
サービスを位置づける。

介
護
保
険
制
度
の
持
続
可
能
性
の
確
保

現役世代並みの所得のある者の利用
者負担割合の見直し

■�一定以上所得者の利用者負担の見直し�
（平成 30年 8月から実施）
サービス利用時の利用者負担について、2割負担者のうち
特に所得の高い層の負担割合を 3割へ引き上げ
※�基準：本人の合計所得金額が 220 万円以上かつ年金
収入＋その他合計所得金額 340 万円以上（単身世帯
の場合。夫婦世帯の場合 463万円以上）

介護納付金における総報酬割の導入

■介護納付金における総報酬割の導入
第 2号被保険者（40 〜 64 歳）の保険料について、これ
までの加入者割から総報酬割へ変更する。（平成 29 年 8
月から段階的に実施）

注）実施時期が記載されていない事項は、平成 30年 4月から実施
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第2節　要介護認定者等の現状

1．第 1 号被保険者数及び要支援・要介護認定者数の推移と将来推計
第 1号被保険者 1数は、平成 30年まで増加傾向ですが、その後若干の減少傾向
になると見込まれます。要支援・要介護認定者 2（以下、「要介護認定者」という）
数は、年齢層の高い高齢者増に伴い、平成 37（2025）年には、要支援・要介護認
定率 3（以下、「認定率」という）は 21.8%になると見込まれます。

第５期 第６期 第７期
注）�各年 10月 1日現在　平成 24〜 29年は実績値、平成 30年以降は平成 29年までの実績をもとに推

計した値

2．サービス別給付費の実績
居宅サービス費は、平成 12年度から平成 28年度までに約 3.3 倍に増加してい

ます。施設サービス費は、ほぼ横ばいですが、一人当たりの利用額が高いため、全
体に占める割合は利用者数に比べて高くなっています。

注）地域密着型サービスは平成 18年度より創設（介護保険事業状況報告　各年報実績）

1 第 1号被保険者とは、区内に住所をもつ 65歳以上の高齢者で、外国籍の方や住所地特例（介護保険施設等への入所
で施設の所在地に住所を変更した被保険者は、変更前の住所地を保険者とする特例措置）を含みます。このため、住
民基本台帳人口とは必ずしも一致しません。なお、第 2号被保険者は、40〜 64歳の区民の方で、加齢に伴って生じ
る特定疾病により介護が必要になった場合、介護保険サービスを受けることができます。
2第 1号被保険者の認定者と第 2号被保険者の認定者の合計
3第 1号被保険者に占める要支援・要介護認定者数の割合
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第3節　介護保険サービスの整備計画と量の見込み

1．介護保険サービスの充実
　これまでと同様に、民有地を活用した小規模多機能型居宅介護、認知症対応型

共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）の整備案件を公募します。また、平
成 30（2018）年度には大久保区有地を活用した認知症高齢者グループホーム、平
成 31（2019）年度には富久町国有地を活用したショートステイの各施設が開設す
る予定です。なお、次の第 8期計画においては、払方町国有地を活用した認知症高
齢者グループホーム及び小規模多機能型居宅介護と、市谷薬王寺町国有地を活用し
たショートステイを、いずれも平成 34（2022）年度開設を目途に整備する予定です。
　特別養護老人ホームは、在宅生活が困難になった高齢者へのセーフティネット

として整備を進めており、平成 31（2019）年 7月には、富久町国有地を活用した
特別養護老人ホームが 1所（定員 44人、個室ユニット型、併設ショートステイ定
員 9人）開設する予定です。なお、次の第 8期計画においては、市谷薬王寺町国有
地を活用した特別養護老人ホームを平成 34（2022）年度開設を目途に整備する予
定です。

整備計画（現況：平成 29年 10月 1日現在、目標：平成 32年度末）

サービス名
計

現況 目標 累計
①認知症対応型共同生活介護
（認知症高齢者グループホーム）

事業所 10 +3 13
定員 162 +72 234

②小規模多機能型居宅介護
事業所 6 +1 7
登録定員 162 +29 191

③看護小規模多機能型居宅介護
事業所 2 0 2
登録定員 48 0 48

④ショートステイ
事業所 10 +1 11
定員 117 +9 126

⑤特別養護老人ホーム
事業所 8 +1 9
定員 615 +44 659

2．地域支援事業
区が実施する地域支援事業に要する経費のうち、地域支援事業交付金の対象とす

る経費の内訳は以下のとおりです。

経費内訳 平成30年度 平成31年度 平成32年度

介護予防・日常生活支援総合事業 1,129,036 千円 1,165,951 千円 1,193,760 千円

包括的支援事業 553,499 千円 563,275 千円 555,106 千円

合　計 1,682,535 千円 1,729,226 千円 1,748,866 千円



24

3．総給付費の見込み
高齢化の進展に伴う要介護認定者数の増加による地域密着型サービスの利用量の

増加、地域密着型サービスや特別養護老人ホーム等の整備計画及び過去の給付実績
を踏まえて、第 7期の 3年間の総給付費を概算で見込んだところ、第 6期計画値の
約 689億円から約 5％増加し、第 7期は約 723億円となりました。

第 7期及び平成 37（2025）年度の総給付費の見込み

区分 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成37年度
(2025)

居宅サービス 117 億円 122億円 129億円 148億円

地域密着型サービス 27 億円 29億円 30億円 34億円

施設サービス 55 億円 56億円 57億円 60億円

その他（⾼額サービス費等）  14 億円 16億円 17億円 18億円

地域⽀援事業費 17 億円 17億円 17億円 18億円

合計 230 億円 241億円 252億円 279億円
注）金額は四捨五入により、億円単位にまとめているため、合計額が一致しない場合がある

※総給付費への主な影響要因
＜増加要因＞
■ 75歳以上人口の増加（H29.10 月実績：33,945 人からH32.10 月推計：35,148 人）
■要介護認定者数の増加（H29.10 月実績：13,374 人からH32.10 月推計：14,141 人）
■介護保険サービス施設の充実（特別養護老人ホーム、認知症高齢者グループホーム等）
■介護報酬の改定（プラス 0.54％）

＜減少要因＞
■制度改正による利用者負担の見直し（利用者負担を 2割の内一部 3割への引き上げ　等）
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第4節　第1号被保険者の保険料

1．第 7 期の介護保険料基準額
（1）第 1 号被保険者の負担率
第 1号被保険者の総給付費に対する負担率は、第 1号被保険者と第 2号被保険者

の人口比率によって決定します。第6期の第1号被保険者の負担率は22％でしたが、
第 7期は高齢者数の増加により 23％に改正されました。

（2）保険料基準額
第 7期介護保険事業計画期間の総給付費約 723億円から、介護給付準備基金を活

用し、最終的な介護保険料基準額を算出すると、月額 6,200 円となります。

第7期介護保険料基準額 保険料基準額 増減額

総給付費見込額からの概算による算出 6,807 円 －

介護給付準備基金（15億円）の取崩後 6,200 円 ▲ 607円

第７期の総給付費
（約723 億円）

第１号被保険者負担率
（23％）

第１号被保険者数
（第7期の3年間の累計人数 206,243人）

介護給付準備基金
（15億円）×

÷ 12か月
-

介護保険料基準額（月額）の算出方法

注）�大まかな介護保険料基準額（月額）は上記にて算出するが、そのほか 75歳以上高齢者数、第 1号被保険者の所得分布等の影響を加味して
算出する

2．第 7 期の保険料段階
第 7期においても保険料段階は 16段階に設定しています。
また、区では、従前から低所得者層への負担軽減を強化しており、第 1段階から

第 4段階までの負担割合については、国の標準段階における負担割合よりも低く設
定しています。さらに第 6期から、制度改正に伴う低所得者層への軽減強化として、
第 1段階の方の負担割合「0.45」を「0.40」へ引き下げました。第 7期でも引き
続き第 1段階の負担割合を「0.40」とします。 
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第5節　低所得者等への対応

※主な項目
■施設サービス及び短期入所サービスの負担額の軽減
施設サービスや短期入所サービスを利用する際の居住費（滞在費）・食費について、
所得等に応じた利用者負担限度額を設け、低所得者の負担軽減を図ります。

■高額介護（予防）サービス費
1 か月間に利用した介護保険サービス費の世帯の利用者負担の合計上限額を超え
た場合、その超えた費用を高額介護（予防）サービス費として支給します。

■高額医療合算介護（予防）サービス費
医療保険及び介護保険の利用者負担の 1年間の合計額が著しく高額になる場合
に負担を軽減するため、限度額を設け、その限度額を超える差額を高額医療合算
介護（予防）サービス費として支給します。

■社会福祉法人、介護保険サービス提供事業者による利用者負担軽減
生計が困難な方を対象に、社会福祉法人等の提供する介護保険サービスの利用者
負担減額を行います。

第6節　介護給付の適正化

1．介護給付適正化に向けた取組（介護給付適正化計画）
保険者として介護サービスを必要とする方を適正に認定し、適切なマネジメント

により受給者が真に必要とするサービスを見極め、事業者がルールに従って適正に
サービスを提供するよう取り組みを推進します。

事業名 基本的考え方

要介護認定の適正化 全国一律の基準に基づいた要介護認定を適切に実施する。

ケアプラン点検
ケアマネジャーとともにケアプラン内容を確認することにより、ケア
マネジャーの気付きを促し、自立支援に資するケアマネジメントの実
現を目指す。

住宅改修・福祉用具点検 事業所が介護保険制度の趣旨を理解することにより、自立支援に資する
住宅改修や福祉用具サービスの実現を目指す。

縦覧点検・医療情報との突合 点検により請求内容の誤りを発見して、適切な処置を事業者に働きか
けることで給付の適正化を目指す。

給付実績の活用 給付実績の情報を事業者指導に活用して効率的で効果的な指導を行
い、給付の適正化を目指す。
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第５章　計画の推進に向けて

第1節　計画の推進に向けて

1．新宿区高齢者保健福祉推進協議会の運営
「新宿区保健福祉計画・介護保険事業計画」（平成 12年 3月）の策定後、「新宿区
高齢者保健福祉推進協議会設置要綱」に基づき、学識経験者、公募により、選出さ
れた区民代表、弁護士、保健・医療・社会福祉関係者からなる「新宿区高齢者保健
福祉推進協議会」を平成 12（2000）年 7月に設置し、運営しています。
本計画についても引き続き、同推進協議会において、計画の進行管理、点検を行い、

次期計画（平成 33年度〜平成 35年度）の策定に向けた見直しを行っていきます。

2．新宿区高齢者保健福祉推進会議等の運営（庁内体制）
計画の効果的な取組を推進するため、庁内の体制として「新宿区高齢者保健福祉

推進会議」「新宿区高齢者保健福祉計画連絡会議」「新宿区高齢者保健福祉計画調整
部会」を運営していきます。「新宿区高齢者保健福祉推進会議」は、区の高齢者保健
福祉施策に係る総合調整を行います。「新宿区高齢者保健福祉計画連絡会議」及び「新
宿区高齢者保健福祉計画調整部会」は、「新宿区高齢者保健福祉計画・第 7期介護保
険事業計画」の推進に向けた関係部署との情報の共有化を図り、計画の推進に向け
て取組を進めていきます。

新宿区高齢者保健福祉推進協議会等と区の庁内会議体制との関係

提示・報告 

意見・報告 

学識経験者等からなる会議体制 区の庁内会議体制

新宿区高齢者保健福祉
推進協議会

新宿区高齢者保健福祉
推進会議

新宿区高齢者保健福祉
計画連絡会議

新宿区高齢者保健福祉
計画調整部会

新宿区高齢者保健福祉
推進協議会作業部会
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